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Ⅰ　はじめに

　近年，中小企業の地域社会に果たす役割にた
いする関心と期待が顕著にたかまっている。こ
うしたたかまりを示す典型的なケースとしてあ
げられるのが，2010年 6 月18日に閣議決定さ
れた「中小企業憲章」である。同憲章は，中小企
業が「社会の主役として地域社会と住民生活に
貢献し，伝統技能や文化の継承に重要な機能を
果たす」（1 頁）ことを基本理念において明確に
示している。同憲章ではまた，中小企業政策の
実施にあたって「中小企業が誇りを持って自立
することや，地域への貢献を始め社会的課題に
取り組むことを高く評価する」（2 頁）こと，基
本理念を実現するために政府がとる行動指針の
1 つとして，「地域及び社会に貢献できるよう

体制を整備する」（4 頁）�1 ）こともあわせて明記
している �2 ）。さらに最近では，地方自治体での
中小企業振興基本条例 �3 ）の制定が増加してい
る �4 ）ほか，中小企業研究においても中小企業の
地域社会に果たす役割にいま一度注目し，その
意義を評価しようという活発な動向がみうけら
れるようになっている �5 ）。
　このように昨今になって注目をあつめている
中小企業の地域社会に果たす役割だが，中小企
業がこれまでにも地域社会において役割を果た
してきたことや，その意義についてはかねてか
ら指摘されてきたことである（e.g., 太田，1981; 
関，1995; 竹 内，1973，1983; Piore and Sabel, 
1984）。それでは，なぜ，いまあらためて，中小
企業の地域社会に果たす役割に注目があつまっ
ているのだろうか。この主要な背景として指摘
できるのが，地域社会をとりまく問題 �6 ）の深刻
化，多様化である �7 ）。
　こうした問題への対応は，これまで行政を主
として，市民ボランティアや慈善型のNPOな
どが担ってきた。しかしながら次第に財政的制
約が増すなかで，行政が従来と同様に対応する
ことはむずかしくなっている。そこで行政だけ
でなく，地域のさまざまな構成員による問題解
決への貢献が期待されるようになっている。こ
うした状況において，地域社会と密接な関係
にあることや地域社会活動に活用しうる経営
資源，ビジネス的手法や考えを保有していると
いった理由から，とくに期待がたかまっている
のが中小企業による貢献である。こうした点を
ふまえると，「中小企業憲章」をはじめとした中
小企業の地域社会に果たす役割への関心と期待
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のたかまりにみられる近年の動向は，中小企業
を基軸とした地域社会づくりへの期待のたか
まりとしてとらえることができる。すなわち，
地域社会づくりにおいて，中小企業のモチベー
ションをいかにして確保し，地域社会活動とし
て具現化させるか，また，その活動の持続可能
性を確保していくか，これらの点がいま問われ
ているといえる。
　こうした動向をふまえて筆者は，キャリア教
育支援をつうじて地域社会活動に継続的に取り
組んできた東大阪地域の中小企業である株式会
社大阪工作所（以下，大阪工作所とする）に注
目し，保有する経営資源に制約を有する中小企
業では，事業活動との両立（地域社会活動の実
践により発生する経営負荷の軽減）をはかる経
営者によるリーダーシップの発揮が，持続可能
な地域社会活動の実践における具体的条件の 1
つとなっていることをあきらかにした（木下，
2017）。しかしながら木下（2017）では，中小企
業の地域社会活動においては，経営者個人の裁
量が当該活動のあり方を規定する側面が大きい
ことを所与として，分析をおこなっていた。そ
のため，以下の点については十分には分析して
いないという課題がのこされている。その課題
とは，中小企業経営者が地域社会活動にコミッ
トすることをうながしているモチベーション要
因とはなにかという点である。
　この点にかんして中小企業では，経営者が
事業経営をおこなう背景にある主要なモチ
ベーション要因が，地域社会活動のあり方を
規定するとの見解（Burton and Goldsby, 2009; 
Southwell, 2004; Spence and Rutherfoord, 2004; 
Wilson, 1980）がある。第 2 節にて叙述するが，
中小企業の場合，大企業とはことなるその組織
特性ゆえに保有する経営資源をどのように配分
し，活用するのかといった企業活動（事業活動，
社会活動）にかんするあらゆる意思決定が経営
者個人の裁量に依存する度合いがきわめて大き
い［Ⅱ．1．1）を参照］。また，中小企業では，経
営者のビジネスにかんする意思決定と地域社会
活動にかんするそれとが不可分であることも指

摘されている［Ⅱ．1．2）を参照］。こうした点
をふまえると，経営者が事業経営をおこなう背
景にある主要なモチベーション要因が，中小企
業の地域社会活動のあり方を規定するという上
述した先行研究が提示している見解は，有力な
1 つの見解だと考えられる。
　以上の問題意識のもと本論文は，中小企業経
営者が事業経営をおこなう背景にある主要なモ
チベーション要因とはいかなるものであり，こ
のモチベーション要因はまた，中小企業の地域
社会活動のあり方にどういった影響をおよぼし
ているのか，これらの点をあきらかにすること
を課題とする。この課題の解明にさいしては，
先行研究が提示している見解の内容をまず検討
したうえで，若者や子供たちにたいするキャリ
ア教育支援をつうじて東大阪地域の次世代育成
に継続的，かつ積極的にコミットしてきたこと
にくわえて，そうしたコミットメントが一定の
成果をあげ，社会的にも注目されている大阪工
作所をケースにその具体的実態を分析する �8 ）。
　本論文における叙述は以下のとおりである。
第 2 節ではまず，中小企業の地域社会活動にお
ける経営者の役割の重要性について検討し，上
述した視角から分析をおこなうことの意義を確
認する。そのうえで，経営者が事業経営をおこ
なう背景にある主要なモチベーション要因が，
中小企業の地域社会活動のあり方に影響をおよ
ぼすとの見解を提示している先行研究について
検討する。第 3 節では，大阪工作所をケースと
し，経営者の事業経営の背景にある主要なモチ
ベーション要因，およびそのモチベーション要
因が同社の地域社会活動のあり方におよぼして
いる影響を検討するとともに，それによりえら
れた発見事実を整理する。第 4 節は，本論文の
まとめとする。

Ⅱ　先行研究

1．�中小企業の地域社会活動における経営者
の役割

1 ）中小企業の組織特性
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　中小企業は大企業のたんなる縮小版ではない
（Curran and Blackburn, 2001, p. 5 ; Dandridge, 
1979, p. 53, p. 55; Spence et al., 2004, p. 2 ; 
Tilley, 2000, p. 33; Welsh and White, 1981）。す
なわち，中小企業は,大企業とは量的（e.g., 従業
員数，売上，市場シェア）にも，質的にも，こと
なる性質を有するということである。この点に
かんしてたとえばSpenceは，大企業とはこと
なる中小企業の独自の諸性質として，以下の 7
点を指摘している（Spence, 1999, pp. 164-166）。
すなわち，オーナー経営（owner-managed），
独立的（independent），経営者のマルチタスク

（multi-tasking），近 視 眼 性（firefighting），資
金の制約（cash-limited），ステークホルダーと
の個人的な関係（personal relationships），非公
式性（informality）である。なお，これらさまざ
まある諸性質のなかでも中小企業に共通し，か
つもっとも特徴づける性質としてあげられる
のが，オーナー経営である（藤野，2012; Bolton, 
1971; Jenkins, 2004, 2006; Spence, 1999）。
　オーナー経営とは，端的にいえば 企業の所
有と経営が分離していないことを意味してい
る。かつて Berle と Means があきらかにした
ように，株式公開会社では，企業規模の拡大に
ともなって株式の分散化が発生し，これが所
有と経営の分離（separation of ownership and 
control）�9 ）をもたらす（Berle and Means, 1932）
ことはひろく知られているとおりである。これ
にたいして，中小企業の大多数は株式会社で
あっても，株式を公開していない小規模な個人
経営あるいは同族会社であり，同一人物（とそ
の一族）が株主と経営者を兼ねているのが一般
的である（藤野，2012，54頁）。
　オーナー経営，すなわち，所有と経営が未分
離であることの含意は，以下のとおりである。
すなわち，中小企業の経営者は企業にかかわる
意思決定をおこなうさいに，株主など外部から
のコントロールをうけない（Bolton, 1971, 邦訳
17頁）。こうした中小企業経営者にみられる意
思決定の独立性は，ビジネスにおけるすべての
結果が経営者の個人的責任になることを意味し

ている（Gibb, 1993, p. 16, p. 17）。すなわち，中
小企業においては保有する経営資源をどのよ
うに配分し，活用するのかという企業活動（事
業活動，社会活動）にかんするあらゆる意思決
定が，経営者個人の裁量に依存する度合いがき
わめて大きいということである。つまり，中小
企業は，経営者個人の価値観といったような

「人間的要素（human element）」（Jamali et al., 
2009, p. 358, p. 366）がマネジメントスタイルな
ど，企業のあり方そのものにダイレクトに反映
しやすい組織特性を有していることが指摘でき
る。

2 ）�中小企業が地域社会活動にコミットする
理由

　上述した組織特性をふまえて，たとえば
Jenkins は，中小企業では経営者が価値観の
原動力（driver）であると同時に，その価値観
の 実 践 者（implementer）だ と 指 摘 し て い る

（Jenkins, 2006, p. 250）。これは地域社会活動に
ついても同様であり，じっさいにも多くの先行
研究が，中小企業では態度や性格をふくめた
経営者の個人的な価値観が，地域社会活動の
あり方に影響をおよぼす主要な要因であるこ
とを指摘している（e.g., Burton and Goldsby, 
2009; Lähdesmäki, 2012; Lepoutre and Heene, 
2006; Murillo and Lozano, 2006; Quinn, 1997; 
Southwell, 2004; Spence and Rutherfoord, 2004; 
Vives, 2006; Vyakarnam et al., 1997; Wilson, 
1980）。すなわち，中小企業では経営者個人がも
つ価値観のいかんにより，地域社会活動にそも
そもとしてコミットするのかどうかという点も
ふくめて，当該活動のあり方が規定される側面
が大きいということである。
　この点にかんしては，地域社会との密接な関
係性が，中小企業が地域社会活動にコミット
するさいの主要な背景にあることを指摘，あ
るいは示唆している研究は数多くみうけられ
る（e.g., 筒井，2013; 本多，2013，2017; Besser, 
2012; Campin et al., 2013; Niehm et al., 2008; 
Perrini et al., 2007; Russo and Tencati, 2009; 
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Spence et al., 2003; Worthington et al., 2006）。
たとえば本多は，中小企業は「地域への粘着
性」，「職住の近接性」，「人間との一体性」のた
かさという 3 つの本質的性質を有するため，相
対的にせまい範囲での社会（地域社会）にたい
する貢献意欲がうまれやすく，能動的に地域社
会活動にコミットする傾向があることを指摘し
ている（本多，2013，2017）。しかしながら大企
業と比較すればこうした性向が強いとしても，
当然のことではあるが，すべての中小企業が地
域社会活動に能動的にコミットしているわけで
はないし，当該活動にコミットする中小企業の
背景にあるモチベーション要因もまた，一様で
はない �10）。
　こうしたなかで，中小企業の地域社会活動
では，経営者が事業経営をおこなう（run a 
business）背景にある主要なモチベーション
要因が当該活動のあり方を規定するとの見解

（Burton and Goldsby, 2009; Southwell, 2004; 
Spence and Rutherfoord, 2004; Wilson, 1980）
がある。端的には，経営者が事業経営をおこな
う目的が利益の創出にあるのか，そうではない
のかにより，中小企業の地域社会活動のあり
方（e.g., コミットする活動内容，コミットメン
トの活発性の程度）は規定される，というのが
この見解の要旨である。この見解にかんしては
中小企業では，経営者のビジネスにかかる意思
決定と彼ら彼女らの地域社会活動にかかるそ
れとは不可分だとの指摘（Dawson et al., 2002; 
Quinn, 1997; Vyakarnam et al., 1997）がある。
また，中小企業はその組織特性ゆえに保有する
経営資源をどのように配分し，活用するのかと
いった企業活動（事業活動，社会活動）にかん
するあらゆる意思決定が，経営者個人の裁量に
依存する度合いがきわめて大きいことはさきに
指摘したとおりである［Ⅱ．1．1）］。こうした
点をふまえると，経営者が事業経営をおこなう
背景にある主要なモチベーション要因が中小企
業の地域社会活動のあり方を規定するというの
は，有力な 1 つの見解だと考えられる。
　そこで以下では，この見解を提示している先

行研究について検討する。

2 ．�中小企業経営者が地域社会活動のあり方
におよぼす影響

　中小企業経営者が事業経営をおこなう背景に
ある主要なモチベーション要因が，彼ら彼女ら
がコミットする地域社会活動の内容上の方向性
に直接的な影響をおよぼす可能性をあきらか
にしたのが，Burton and Goldsby（2009）であ
る。Burton と Goldsby は Carroll（1979）が提示
したCSRの 4 つの次元（経済的，法的，倫理的，
自由裁量）のフレームワークにもとづき，以下
の仮説を導出している（Burton and Goldsby, 
2009, pp. 92-93）。その仮説とは，《各次元（経済
的，法的，倫理的，自由裁量）の責任を重視する
中小企業経営者は，それぞれに対応する次元に
かんするステークホルダーグループに専心す
る》，《経済的次元の責任を重視する中小企業経
営者は利益に関連する目的を重視し，非経済的
次元の責任を重視する中小企業経営者はコミュ
ニティに関連する目的を重視する》というもの
である。BurtonとGoldsbyによるこれらの仮説
の検証結果によれば，利益の創出が事業経営を
おこなう主要なモチベーション要因となってい
る中小企業経営者は，経済的ステークホルダー

（e.g., 株主・投資家，顧客，銀行・金融機関，従
業員，サプライヤー）と利益に関連する目的に
専心し，利益の創出以外が事業経営をおこなう
主要なモチベーション要因となっている中小企
業経営者は，非経済的ステークホルダー（e.g., 
地域社会，マスコミ，活動家団体，教育機関）と
コミュニティに関連する目的に専心する可能性
がたかいことがあきらかとなっている（Burton 
and Goldsby, 2009, pp. 96-99）。
　中小企業経営者が事業経営をおこなう背景
にある主要なモチベーション要因が地域社会
活動の実践内容上の方向性におよぼす影響を
検討したBurton and Goldsby（2009）にたいし
て，そのモチベーション要因が当該活動の実践
の活発・不活発という面での方向性に影響を
およぼしうることを指摘しているのが，Wilson
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（1980），Southwell（2004）お よ び Spence and 
Rutherfoord（2004）である。
　Wilson（1980）は，180 人の中小企業経営者
に実施したインタビュー調査の結果，彼ら彼女
らのタイプを，タイプ P とタイプ V の 2 つに
類型化している。Wilsonによれば，それぞれの
タイプの概要は以下のとおりである（Wilson, 
1980, p. 23）。タイプPとは，基本的には利益志
向（profit-oriented）の中小企業経営者である。
タイプVとは，適正利益（a reasonable profit）
を確保することにくわえて，一般に「社会的責
任（social responsibility）」とよばれることに関
連する価値観を追求する中小企業経営者であ
る。タイプPの中小企業経営者は，地域社会活
動にはまったく関心がない，あるいは関心があ
る場合は，長期的にビジネスを成功させること
を目的に当該活動コミットしているのにたい
して，タイプVの中小企業経営者は，利益の創
出とはことなる価値観をもって地域社会活動
にコミットすることにより，大きな満足感をひ
きだしていることがあきらかにされている。な
お，Wilsonが実施したインタビュー調査の結
果では，180人の中小企業経営者のうち，159人

（88%）がタイプP，残りの21人（12%）がタイプ
Vに分類されている（Wilson, 1980, p. 23）。

　Southwellは，事業経営あるいは起業の背景
にあるモチベーション要因ごとに，中小企業経
営者のタイプを以下の 5 つに類型化している

（Southwell, 2004, p. 99）。すなわち，「ベン&ア
ニタス（Ben & Anitas）」，「アーサー・デーリー
ズ（Arthur Daleys）」，「1 度かぎり（One-offs）」，

「DIY 愛好家（DIYers）」，「賢明な現実主義者
（Smart Pragmatists）」である。これら 5 つのタ
イプごとに，中小企業経営者が事業経営をおこ
なう背景にあるモチベーション要因と，地域社
会活動にたいしてもつ基本的認識の特徴をまと
めたものが，表 1 である。Southwellはこうした
中小企業経営者のタイプをふまえたうえで，ど
のタイプに属する経営者であるかにより地域社
会活動にコミットする動機はことなってくるこ
と，それゆえに，経営者に地域社会活動へのコ
ミットメントをうながすにあたっておこなうべ
きサポートはことなってくることを指摘してい
る（Southwell, 2004, p. 100）。
　 ま た，Spence と Rutherfoord は，中 小 企 業
経営者 20 人に実施したインタビュー調査の
分析の結果，確認のできた彼ら彼女らが事業
経営をおこなう背景にあるモチベーション要
因として，以下の 4 点をあげている（Spence 
and Rutherfoord, 2004, pp. 44-49）。すなわち，

 
出所）Southwell（2004）p. 99を参考に筆者作成。

表 1　�中小企業経営者のタイプ別にみる，事業経営の背景にあるモチベーション要因と地
域社会活動にたいする基本的認識
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（1）利 益 の 最 大 化 優 先（profit-maximisation 
priority），（2）生計優先（subsistence priority），

（3）啓 発 さ れ た 自 己 利 益（enlightened self-
interest），（4）社会優先（social priority）である。
SpenceとRutherfoordはこれら 4 つのモチベー
ション要因それぞれの特徴をふまえたうえで，
その特徴が中小企業経営者の地域社会活動への
コミットメント（活発・不活発）におよぼす影
響をえがいたフレーム（図 1）を提示している。
SpenceとRutherfoordはこのフレームにもとづ
き，中小企業経営者が事業経営をおこなう背景
にある最大のモチベーション要因が 4 つのうち
どのフレームに属するのかにより，地域社会活
動にコミットする動機はことなってくること，
それゆえ，地域社会活動へのコミットメントを
うながすにあたってとるべき動機づけの方法も

かわってくることを指摘している（Spence and 
Rutherfoord, 2004, pp. 54-55）。
　ただし，図 1 のフレームは中小企業経営者が
いずれか 1 つのフレームにおさまること，ま
た，中小企業経営者が一貫して同じフレームに
属しつづけることを意味したものではない点に
留意する必要がある。SpenceとRutherfoordが
このフレームを提示した意図は，現実がどうあ
るかではなく，人びとがその現実をどのように
経験しているのか（Goffman, 1974, p. 14）を把
握することを目的としたフレーム分析（frame 
analysis）（Goffman, 1974）に あ っ た（Spence 
and Rutherfoord, 2004）。すなわち，同じ 1 人の
中小企業経営者であっても，彼ら彼女らの事象
にたいする経験（認識）は多面的かつ可変的で
あるということもふまえたうえで，彼ら彼女ら

出所）�Spence and Rutherfoord（2004）pp. 44-49を参考に，Spence and Rutherfoord（2004）p. 43, Figure 3. 
1 に一部加筆・修正をして筆者作成。

図 1　中小企業経営者をみるフレーム（利益の創出 vs 地域社会活動）
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が，みずからが事業経営をおこなう背景にある
モチベーション要因をどのように経験（認識）
しているのかを把握することを目的としていた
という点が重要である。
　Spence と Rutherfoord は Goffman（1974）の
手法に則ったフレーム分析の結果，4 つのフ
レームのうち，同時に複数のフレーム（e.g.，

「フレーム 1（利益の最大化優先）」と「フレー
ム 4（社会優先）」）に属している中小企業経営
者が多くみうけられたことあきらかにしてい
る（Spence and Rutherfoord, 2004）。ま た，中
小企業経営者が属する支配的フレーム（事業経
営をおこなう背景にある最大のモチベーショ
ン要因）はときが経つにつれて変化しうること

（Spence and Rutherfoord, 2004, p. 50），け れ
どもその一方で，それぞれの中小企業経営者に
とって，どのフレームが支配的であるのか（事
業経営をおこなう背景にある最大のモチベー
ション要因とはなにか）を特定することのむず
かしさもあわせて指摘している（Spence and 
Rutherfoord, 2004, p. 55）。これらの発見事実
は，フレーム分析のアプローチをもちいること
により導出しえたものである。また，これらの
発見事実は，中小企業経営者が事業を経営する

理由はまったくの金銭的なものではなく，社会
的にも動機づけられるといったように，複合的
に形成されうるものであることを示している

（Spence and Rutherfoord, 2004, p. 55）。
　上述してきた先行研究をふまえたうえで次節
では，大阪工作所をケースに，同社会長の高田
克己氏（以下，高田氏とする）が事業経営をおこ
なう背景にある主要なモチベーション要因とは
いかなるものであり，そのモチベーション要因
はまた，同社の地域社会活動のあり方にいかに
影響をおよぼしているのかを検討する。

Ⅲ　�事例研究：株式会社大阪工作所の
ケース�11）

1 ．�大阪工作所の概要：企業活動（事業活動
と地域社会活動）の状況

　大阪工作所（表 2）は1939年 4 月，河内市（現
東大阪市）に創業した工作機械メーカーである。
大阪工作所の強みは，「加工精度 1 ミクロンの
誘惑　貴方も初体験してみませんか？」という
キャッチフレーズをかかげているように，1 ミ
クロン（μm）加工ができる技術力を有してい

 

注 1）�従業員数は2014年 5 月21日時点のものである。2013年 6 月
12日時点では26名だった。

注 2）�取引先の数値は 2013 年度のものである。2012 年度は 52 社
だった。

出所）木下（2017）37頁，表 1 を一部修正。
原典）�株式会社大阪工作所会長の高田克己氏へのインタビュー調

査（2013年 6 月12日，2014年 5 月21日実施），および株式会
社大阪工作所ウェブサイト（2016年10月23日閲覧）。

表 2　大阪工作所の概要
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ることである。大阪工作所ではこうした技術力
をいかし，川崎重工業株式会社航空宇宙カンパ
ニーの認定工場（2006年 9 月認定）として，航
空機部品の製作・加工も手がけている �12）。また，
従業員29名という企業規模でありながら2005
年度より11年連続で新卒採用 �13）をおこなって
いるほか，自社独自の技術カリキュラムにもと
づいた社員教育を実施するなど，人材育成にも
積極的に取り組んでいる中小企業である。
　ただし，大阪工作所が取り組んでいる人材育
成は社内だけにとどまらない。大阪工作所は地
元の小中学校への出前授業や工場見学，職場体
験・インターンシップなどの受け入れをつうじ
て，東大阪地域の若者や子供たちにモノづくり
の楽しさを伝えるためのキャリア教育支援にも
積極的に取り組んできた。なぜなら，今後の社
会を担う次世代の育成につながると考えている
からである。大阪工作所によるこうした取り組
みは地域のキャリア教育の充実・発展に寄与し
たとして，同社は2011年 1 月，「キャリア教育
優良教育委員会・学校，企業及びPTA団体等
文部科学大臣表彰（第 4 回）」を受賞するなど，
社会的にもたかい評価をうけている。大阪工作

所によるキャリア教育支援をつうじた次世代育
成は，同社の企業活動のうち，地域社会活動と
して位置づけられるものである。

2 ．�事業活動の背景にあるモチベーション要
因

　大阪工作所がかかげる経営理念は，「モノづ
くりを通してお客様に満足していただける企業
であること，また地域社会に貢献できる企業を
めざすと共に，モノづくりを通して社員全員が
誇りを持てる企業になること」である。モノづ
くり企業である同社ではまた，この経営理念と
あわせて，“大阪工作所のモノづくり精神”とし
て，「人」「技術」「未来」の 3 つをかかげている

（表 3）。これら 3 つのモノづくり精神のなかで
も，大阪工作所がもっとも重視している要素と
してあげられるのが，「人」である。この点にか
んしては，上述したように，2005年度より11年
連続で新卒採用をおこなっていること，自社独
自のカリキュラムにもとづいた社員教育を推進
していることなどからもあきらかである。
　また，大阪工作所では製品の高精度の仕上が
りを実現するために，2008年に 3 次元測定器を

 

出所）株式会社大阪工作所ウェブサイト（2017年10月28日閲覧）より筆者作成。

表 3　大阪工作所のモノづくり精神
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導入，2012年には 5 軸加工機を新設するなど，
最新の機械設備への投資も積極的におこなっ
ている。ただし，これはなにも，資金面の余裕
があったからできたのだというわけではない。
じっさいにも，大阪工作所では当面のあいだ資
金面での余裕はないという。それでも，同社会
長の高田氏が上述したような積極的な設備投資
をおこなうのは社員がもっている能力を最大
限にいかすためであり，こうした投資が顧客と
の信頼関係の構築・維持につながると考えて
いるからである。「人」の重視という点にかんし
ていえば，高田氏はリストラをぜったいにしな
いとの信念をもっている。たとえば大阪工作所
では，2008年に発生したリーマン・ショック後
は治具の受注が 2 年間ゼロになるなど，経営は
くるしかったというが，リストラはおこなわな
かった。なぜなら，「不況のときほど人は進化す
る」，技術・技能の蓄積，継承の観点からすれば，
そのときはしんどくても長期的にはいい結果に
つながると高田氏は考えているからである。高
田氏は事業経営において，こうした長期的な利
益を見据えた「人材を基本とした戦略」をもつ
ことが重要だと考えている。
　さらに，高田氏は自身が経営者としてもって
いる責任と自覚として，以下の 3 点をあげてい
る。第 1 は，何があっても会社を守り，つぶさ
ないことである。第 2 は，軸足はぜったいにブ
レてはいけないことである。第 3 は，社員の意
見にたいして耳をかたむけるとともに，社員に
安心（きちんと給料を支給する）と希望（何が
あっても毎年少しずつでも収入アップ）をあた
えることである。

3 ．�地域社会活動の背景にあるモチベーショ
ン要因

　上述したように，「地域社会に貢献できる企
業をめざす」ことが大阪工作所のかかげる経営
理念の 1 つである。じっさいにも大阪工作所は

「地域になくてはならない会社」をめざして，地
域社会活動に積極的にコミットしてきた。大阪
工作所がコミットしてきた地域社会活動の具体

的内容は，職場体験・インターンシップや工場
見学の受け入れ，地元の小中学校への出前授業
などキャリア教育支援をつうじた次世代育成
にある。こうしたキャリア教育支援をつうじた
次世代育成はまた，大阪工作所がかかげる 3 つ
のモノづくり精神のうちの 1 つである，「未来」

（表 3，「未来」の「未来の夢を育てる」，「夢への
手紙」）としても明記されている。
　大阪工作所では地元の学校から依頼されれ
ば，工業見学や職場体験の受け入れをおこなっ
てきたというが，キャリア教育支援をつうじた
次世代育成に能動的にコミットするきっかけと
なったのが，東大阪地域の大阪府立布施北高等
学校（以下，布施北高校とする）のデュアルシ
ステム �14）への協力である。同システムへの協力
は，高田氏がもっとも注力しているキャリア教
育支援でもある。
　デュアルシステムとは，学校での座学と企業
での職場実習（以下，デュアル実習とする）とを
組み合わせた教育システムである（木下，2016，
269頁）。大阪工作所では，当時社長だった高田
氏が布施北高校からデュアル実習への協力要請
をうけたさい，「地域の企業として当然」だとし
てその要請にこたえるとの決断をしたのを機
に，2005年から継続してデュアル実習（週 1 回，
年間計22日間）の受け入れをおこなっている。
高田氏は，こうした大阪工作所でのデュアル実
習の受け入れを企業の地域貢献として位置づけ
ている。
　なお，高田氏は企業としてデュアル実習の受
け入れ �15）をおこなうだけではなく，布施北高校
のデュアルシステムの準備段階 �16）からの協力
をはじめとし，デュアルシステムにより重点的
に取り組むための新学科の設立にかかるプロセ
ス �17），座学 �18），協力企業の確保・拡大 �19）など，
経営者個人としても多面的かつ能動的に同シス
テムにコミットしてきた �20）。このように高田氏
が同システムにコミットするのは，「学校再生」
とともに，「地域の子どもを育てたい」，さらに
は，「布施北高校のデュアルシステムへの取り
組みを東大阪地域がかかえている後継者問題の

中小企業の地域社会活動とそのモチベーション要因
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解決につなげたい」という個人的な思いをもっ
ているからである。また，企業としても，経営
者個人としてもキャリア教育支援をつうじた次
世代育成に積極的にコミットできている背景と
して高田氏は，事業経営において重視している
長期的な利益を見据えた「人材を基本とした戦
略」の存在をあげている。
　ただし，高田氏はデュアル実習の受け入れを
はじめとしたキャリア教育支援をつうじた次世
代育成をおこなうことにより，ある程度の経営
負荷（業務および社員にかかる負担）が発生す
ることは企業としてやむをえないことだとしつ
つも，その経営負荷がけっして小さくないこと
を考慮すると，デュアル実習のような，企業（現
場）での受け入れというかたちでの実践につい
てはどうしても制限せざるをえないと考えてい
る。そのため，布施北高校のデュアルシステム
への協力にかんして，高田氏は企業としてのコ
ミットメントはデュアル実習の受け入れに制限
し，経営者個人として多面的なコミットメント
を展開している。

4 ．発見事実 
　本節ではここまで大阪工作所をケースとし，
同社会長の高田氏が事業経営をおこなう背景に
ある主要なモチベーション要因とはいかなるも
のであり，そのモチベーション要因はまた，同
社の地域社会活動のあり方にいかに影響をお
よぼしてきたのかを検討してきた。この検討に
よりえられた発見事実は，以下に示す 2 点であ
る。
　1 点めは，経営者である高田氏が事業経営に
おいて重視する長期的な利益を見据えた「人材
を基本とした戦略」が，大阪工作所（企業として
も，経営者個人としても）がコミットする地域
社会活動の内容に影響をおよぼしていることで
ある。
　大阪工作所の事業経営における基本的な考
え，方向性を明文化したものが上述した経営理
念であり，モノづくり精神（表 3）である。大阪
工作所の場合，これらの理念および精神を実践

していくにあたっての軸となっているのが，高
田氏がかかげている長期的な利益を見据えた

「人材を基本とした戦略」である。11年連続での
新卒採用や自社独自のカリキュラムにもとづい
た社員教育の推進，社員の能力をいかすための
積極的な設備投資，リストラをしないといった
ことは，上述した戦略の典型的な実践として位
置づけられる。
　また，大阪工作所の場合，コミットしている
地域社会活動の内容はキャリア教育支援をつう
じた次世代育成である。これは，地域社会への
貢献という同社がかかげる経営理念，およびモ
ノづくり精神のうちの 1 つである「未来」（表 3，

「未来」の「未来の夢を育てる」，「夢への手紙」）
の実践でもあるが，それと同時に，これらの理
念，精神の実践にさいしての軸となっている，
長期的な利益を見据えた「人材を基本とした戦
略」の展開の一環としても位置づけられること
が指摘できる。この点は，高田氏自身が企業と
しても，経営者個人としても，キャリア教育支
援をつうじた次世代育成に積極的にコミットで
きる背景としてこの戦略の存在をあげているこ
とが示している。すなわち，大阪工作所の事業
経営の軸である長期的な利益を見据えた「人材
を基本とした戦略」は事業活動であるのか，地
域社会活動であるのかにかかわりなく，同社の
企業活動全般をつらぬく指針となっていること
がわかる。
　さらに，長期的な利益を見据えるという点に
注目すれば，大阪工作所の場合，高田氏がこの
視点を重視していることが，とくに，企業とし
てのキャリア教育支援をつうじた次世代育成の
継続的な実践を可能にしている背景としてあ
ることも指摘できる。たしかに，大阪工作所に
とって，キャリア教育支援をつうじた次世代育
成は企業としての地域貢献であり，同社がかか
げる経営理念およびモノづくり精神の実践でも
ある。しかしながら上述したように，キャリア
教育支援をつうじた次世代育成をおこなうこと
により発生する経営負荷は，大阪工作所にとっ
てけっして小さくない。こうした経営負荷の発

中小企業の地域社会活動とそのモチベーション要因
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生は，企業の存続にかかわってくる問題でもあ
る。こうした点をふまえると，長期的な利益の
視点を重視するという高田氏の姿勢も，大阪工
作所が企業としておこなっている，キャリア教
育支援をつうじた次世代育成の持続可能性をさ
さえている背景の 1 つにあるとみることができ
る。
　2 点めは，大阪工作所の場合，地域社会活動
の実践の活発性の程度という点では，企業とし
てのコミットメントと経営者である高田氏個人
としてのコミットメントとのあいだには明確な
相違が生じていることである。
　大阪工作所の場合，長期的な利益を見据えた

「人材を基本とした戦略」が企業活動全般をつ
うじての指針であり，この戦略は，コミットす
る地域社会活動の内容という面においては企
業としても，経営者である高田氏個人としても
キャリア教育支援をつうじた次世代育成という
かたちであらわれている。しかしながら高田氏
は長期的な利益の視点を重視しつつも，企業と
しての地域社会活動の実践については制限し，
経営者個人として当該活動を展開している。具
体的には，布施北高校のデュアルシステムへの
協力にかんして大阪工作所では，企業としては
デュアル実習の受け入れに制限している一方
で，経営者である高田氏個人としては同システ
ムの準備段階からの協力をはじめ，同校におけ
る新学科の設立，デュアル実習を受け入れてく
れる協力企業の確保・拡大，座学など多面的に
コミットしている。すなわち，地域社会活動の
実践にかんして高田氏は，企業としての当該活
動へのコミットメントと経営者個人としてのそ
れとを区別したうえで，どの程度コミットする
のか（しうるのか）を判断しているということ
である。この点にかんしての高田氏の判断の基
準となっているのが，経営負荷が生じるかどう
かという点である。このことは，以下の 2 つの
ことを意味している。
　1 つは，企業としての地域社会活動の実践の
活発性の程度は，経営者の企業活動における事
業活動，あるいは地域社会活動のプライオリ

ティの位置づけによって規定される側面が大き
いことである。高田氏の場合，企業活動におけ
るプライオリティは地域社会活動よりも事業活
動のほうがたかい。この点にかんしては，高田
氏がもっている経営者としての自覚と責任［と
くに 1 点め，および 3 点めの社員に安心（きち
んと給料を支給する）と希望（何があっても毎
年少しずつでも収入アップ）をあたえること］
からもうかがえるとおりである。すなわち，高
田氏の場合，あくまで，利益の創出基盤である
事業活動にプライオリティがあり，このことを
前提としたうえでの企業としての地域貢献と位
置づけているという意味において，同氏が事業
経営をおこなう背景にある主要なモチベーショ
ン要因は利益の創出にあることが指摘できる。
　もう 1 つは，けれどもその一方で，経営者個
人としての地域社会活動の実践の活発性の程度
は，企業活動におけるプライオリティの位置づ
けが事業活動にあるのか，地域社会活動にある
のかということによってはかならずしも規定さ
れないことである。この点は，高田氏が企業と
しての地域社会活動の実践は制限しているも
のの，経営者個人としては当該活動を活発に展
開していることからもあきらかである。すなわ
ち，経営者個人としての地域社会活動の実践の
活発性をうながす主要なモチベーション要因
は，ほかに存在しているということである。高
田氏の場合，その具体的なモチベーション要因
として指摘できるのが，「学校再生」，「地域の子
どもを育てたい」，「布施北高校のデュアルシス
テムへの取り組みを東大阪地域がかかえている
後継者問題の解決につなげたい」という同氏が
もつ個人的な思いである。

Ⅳ　おわりに
　
　本論文では大阪工作所をケースとし，同社会
長の高田氏が事業経営をおこなう背景にある主
要なモチベーション要因とはいかなるものであ
り，そのモチベーション要因はまた，同社の地
域社会活動のあり方にいかに影響をおよぼして
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きたのかを検討してきた。それによりえられた
発見事実をあらためて示しておくと，以下のと
おりである。
　第 1 は，高田氏が事業経営において重視する
長期的な利益を見据えた「人材を基本とした戦
略」が，大阪工作所，および同氏がコミットす
る地域社会活動の内容に影響をおよぼしている
ことである。ここでは，上述した戦略がキャリ
ア教育支援をつうじた次世代育成というかたち
で地域社会活動の内容として反映されているこ
ととあわせて，長期的な利益を重視するという
高田氏の姿勢が，その実践により，同社にとっ
てけっして小さくはない経営負荷が発生する当
該活動への継続的なコミットメントを可能にし
ている 1 つの背景としてあることを指摘した。
第 2 は，大阪工作所の場合，地域社会活動の実
践の活発性の程度という点では，企業としての
コミットメントと経営者である高田氏個人とし
てのコミットメントとのあいだには明確な相違
が生じていることである。ここでは，企業とし
ての地域社会活動の実践の活発性の程度は経営
者の企業活動における事業活動，あるいは地域
社会活動のプライオリティの位置づけ（事業経
営をおこなう背景にある主要なモチベーション
要因が利益の創出にあるのかどうか）によって
規定される側面が大きい一方で，経営者個人と
しての地域社会活動の実践の活発性の程度は，
上述した位置づけによってはかならずしも規定
されるものではないことをあきらかにした。
　中小企業の地域社会活動という場合，それ
は，企業としてのコミットメントと経営者個人
としてのコミットメントの 2 つにわけられる

（日本政策金融公庫総合研究所，2008，5 頁）。
しかしながら，先行研究では両者を区別する視
点が希薄だった。そのため，両者の活発性の程
度はともに，経営者が事業経営をおこなう背景
にある主要なモチベーション要因が，端的に
は，利益の創出にあるのかどうかという点に
よって同様に規定されるものとみなしている。
これにたいして本論文では上述したとおり，企
業としてのコミットメントの活発性の程度と経

営者個人としてのそれとでは，相違が生じうる
ことをあきらかにした。すなわち，企業として
の地域社会活動へのコミットメントと，経営者
個人としてのそれをうながしているモチベー
ション要因はかならずしも同様ではなく，した
がって，それぞれのコミットメントの持続可能
性をささえる条件にもなりうるということで
ある。本論文で検討した大阪工作所の高田氏の
ケースにみられるように，企業としての地域社
会活動へのコミットメントにさいしては，経営
者は事業活動との両立の観点をもたざるをえな
いが，これと比較すると，経営者個人としての
それでは上述した観点にそれほどには留意する
必要性は少ないだろう。このことは，経営者個
人としての地域社会活動へのコミットメントに
おいては，中小企業経営者が地域社会に暮らす
一住民として有している個人的，あるいは人間
的な側面がより前面にあらわれやすいことを示
唆しているといえる。
　さいごに，のこされた課題についてのべ，本
論文のむすびとしたい。前節でみたように，大
阪工作所会長の高田氏は経営者個人として布施
北高校のデュアルシステムに多面的にコミット
してきたが，同氏によるこうした活発なコミッ
トメントの背景には，事業経営をおこなう背
景にある主要なモチベーション要因とはこと
なる，別のモチベーション要因が存在している
ことを指摘した。上述したとおり，高田氏の場
合，その具体的なモチベーション要因としてあ
げられるのが，「学校再生」，「地域の子どもを育
てたい」，「布施北高校のデュアルシステムへの
取り組みを東大阪地域がかかえている後継者問
題の解決につなげたい」という同氏がもってい
る個人的な思いである。それでは，こうした高
田氏がもつ個人的な思いがいかに作用すること
により，同氏による布施北高校のデュアルシス
テムへの継続的かつ活発なコミットメントへと
つながったのだろうか。とくに，中小企業経営
者がもつ個人的な思いが地域社会活動にコミッ
トする背景にある主要なモチベーション要因と
なっている場合，こうしたメカニズムの解明に
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あたっては，じっさいにコミットすることによ
り，その思いはどの程度実現しえたのかという
点をふまえてみる必要がある。なぜなら，モチ
ベーション要因となっている個人的な思いの実
現の程度によって，中小企業経営者のモチベー
ションは下がることもあれば，上がることもあ
ると考えられるからである。この点にかんして
は，別稿で論じる。

注
1 ）この点にかんする「中小企業憲章」における具体

的な記述は，以下のとおりである。すなわち，「中
小企業が，商店街や地域経済団体と連携して行う
ものも含め，高齢化・過疎化，環境問題など地域
や社会が抱える課題を解決しようとする活動を広
く支援する。祭りや，まちおこしなど地域のつな
がりを強める活動への中小企業の参加を支援す
る。また，熟練技能や伝統技能の継承を後押しす
る」（4 ページ）。

2 ）日本中小企業学会元会長であり，「中小企業憲章」
の策定にあたって設置された中小企業庁主催の

「中小企業憲章に関する研究会」の委員でもあった
三井逸友氏は，同憲章において「中小企業の地域
および社会への貢献が明記されたことは，十分と
は言えずとも画期的」（三井，2011，309ページ）と
の評価をあたえている。

3 ）中小企業振興基本条例とは，地方自治体が地域に
おいて果たす中小企業の役割を重視し，その振興
を行政の柱としていくという姿勢，その振興にむ
けた自治体の政策の方向性を提示したものである

（植田，2007，82ページ）。各自治体において制定
されている中小企業振興基本条例の多くは，中小
企業が地域社会の一員として地域社会の形成・発
展や住民生活の向上に寄与することなど，中小企
業の地域社会に果たす役割に言及していることが
特徴の 1 つとして指摘できる。

4 ）基礎自治体（市区町村）レベルにおける中小企業
振興基本条例の制定状況は，以下のとおりである。

［〜1990年度］3 →［〜2000年度］13 →［〜2005年
度］25 →［〜2010年度］60 →［〜2011年度］74 →�

［〜2012年度］89 →［〜2013年度］115 →［〜2014
年 度 ］129 →［ 〜 2015 年 12 月30日 ］147 →［ 〜
2016年 4 月］172（全国商工団体連合会ウェブサイ
ト内の「中小企業振興基本条例の制定自治体（2015
年12月／全国商工団体連合会調べ）」，2017年 8
月20日閲覧; 中小企業家同友会全国協議会ウェブ
サイト内の「解説記事 最近の中小企業振興基本条
例制定 5 つの特徴」2016年 5 月25日付，2017年 4

月 2 日閲覧）。なお，地域別・時期別の中小企業振
興基本条例の制定状況の詳細（2015年12月現在）
については，全国商工団体連合会ウェブサイト内
の「中小企業振興基本条例の制定自治体（2015年
12月／全国商工団体連合会調べ）」を参照のこと。

5 ）たとえば，2014〜2016年の日本中小企業学会全
国大会の統一論題は，いずれも中小企業の地域あ
るいは社会に果たす役割をテーマとしたものだっ
た。各年のテーマを示すと，以下のとおりである。
2014年は「多様化する社会と中小企業の果たす役
割」，2015年は「地域社会に果たす中小企業の役
割：課題と展望」，2016年は「『地方創生』と中小企
業：地域企業の役割と自治体行政の役割」である

（日本中小企業学会ウェブサイト内の「全国大会」，
2016年10月16日閲覧）。

6 ）たとえば，地域の雇用力の低下，商店街の衰退，ま
ちなか空洞化，コミュニティの希薄化，生活弱者
への支援があげられる。詳しくは，筒井（2013）166
ページ，図表Ⅱ-3-1 を参照のこと。

7 ）中小企業の地域社会に果たす役割への関心と期
待がたかまっている背景にかんする記述は，ソー
シャルビジネス研究会（2008）1 ページ，および筒
井（2013）164ページを参照。

8 ）大阪工作所によるキャリア教育支援へのコミット
メント，およびその具体的な成果にかんして詳し
くは，木下（2016）278-284ページを参照されたい。

9 ）「所有と経営の分離」は，Berle and Means（1932）
が指摘した概念である。

10）たとえばSouthwellは，中小企業が地域社会活動
にコミットするモチベーション要因として，個人
的関心（personal interest），公正なビジネスプラ
クティス（good business practice）の遂行，社内

（従業員）のモラルやモチベーションの向上，地域
社会への恩返し（giving back），企業のイメージや
評判の向上，個人的充足感（personal fulfillment）
の 6 点をあげている（Southwell, 2004, p. 104, p. 
110）。

11）株式会社大阪工作所会長の高田克己氏へのインタ
ビュー調査（2013 年 6 月12日・10 月28日，2014
年 5 月21日，2015年 9 月 8 日実施），および株式
会社大阪工作所ウェブサイト（2017年10月28日
閲覧）による。

12）大阪工作所では，旅客機（ボーイング747・ボーイ
ング767・ボーイング777）の胴体や主翼に使用さ
れる部品のほか，H-Ⅱロケットやヘリコプターの
部品など多くの機種の部品も製作している。

13）大卒が 2 名で，それ以外は高卒である。
14）布施北高校のデュアルシステムについて詳しく

は，木下（2016）273-278ページを参照されたい。
15）大阪工作所では，たんに生徒（学校）にたいして

デュアル実習の場を提供するだけでなく，同社会
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長の高田氏が生徒に身につけてほしいと考えてい
る「生きる力」と「コミュニケーション能力」の育
成をふまえたうえでの専用カリキュラムを2008年
ごろに作成するとともに，同氏自身も実習担当者
として指導にあたっている。

16）高田氏は，布施北高校のデュアルシステムが本格
的にスタートする以前のキックオフイベントとし
て開催された同校の教員むけのミニ・シンポジウ
ム（2005年 2 月14日）にて講演をおこなった。

17）高田氏は，布施北高校の一部の有志の教員らに
よって2006年にはじまった新学科の設立にむけた
署名活動に自発的に協力し，約100社もの署名を
あつめた。

18）2013年に設立された新学科（デュアル総合学科：
1 学年定員80名）の 3 年生の選択科目の 1 つとし
て2015年度より「起業家講座」が設置されたが，
高田氏はこのプレ講座が開講された2014年度か
ら特別非常勤講師として「起業家講座」の一部を
担当している。

19）高田氏は自身が所属する大阪府中小企業家同友会
の会員企業にたいしてのデュアル実習への協力の
よびかけ（2005年〜）のほか，個人的なネットワー
クを駆使するなどして，布施北高校のデュアル実
習を受け入れてくれる協力企業の確保・拡大に自
発的に取り組み，貢献してきた。

20）注15〜19に記述した内容をふくめて，大阪工作
所，および同社会長の高田氏による布施北高校の
デュアルシステムへの多面的かつ能動的なコミッ
トメントの具体的実態については，すでに木下

（2016）にてのべているので，詳細については木下
（2016）278-282ページを参照されたい。
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